
平 成 ３０ 年 度

普通補償経理事業計画及び予算

地方公務員災害補償基金





普 通 補 償 経 理

事 業 計 画

平成３０年度の事業計画は、次のとおりである。

１ 定款で定める職員の区分ごとの職員の総数及び給与の総額

職 員 の 区 分 平成３０年度推定職員総数 平成３０年度推定給与総額

義 務 教 育 学 校 職 員 ７１２ 千人 ４，７２９，８９９ 百万円

義務教育学校職員以外の教育職員 ４１９ ２，７９６，２０６

警 察 職 員 ２８４ ２，０７０，８６９

消 防 職 員 １６３ １，０４９，１９９

電気・ガス・水道事業職員 ７７ ４８２，１１４

運 輸 事 業 職 員 ２６ １８８，２６１

清 掃 事 業 職 員 ５０ ３１３，６８５

船 員 ２ １３，０３８

そ の 他 の 職 員 １，２４６ ７，７５５，７１８

合 計 ２，９７９ 千人 １９，３９８，９８９ 百万円

（注） 単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。
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２ 補償、福祉事業及び公務災害防止事業の実施内容

（１）補 償 ２０，６６８百万円

職員が公務災害又は通勤災害を受けた場合には、その災害に対して迅速かつ公正に次の補償を行う。

療養補償、休業補償、傷病補償年金、障害補償（年金・一時金）、介護補償、遺族補償（年金

・一時金）、葬祭補償、障害補償年金差額一時金、障害補償年金前払一時金、遺族補償年金前

払一時金、予後補償、行方不明補償

（２）福祉事業 ４，８８９百万円

上記の法定義務として行う補償に加えて、平成３０年度においても引き続き付加給付として被災職

員及びその遺族の福祉に関して、次の福祉事業を行う。

外科後処置に関する事業、補装具に関する事業、リハビリテーションに関する事業、アフター

ケアに関する事業、休業援護金の支給、在宅介護を行う介護人の派遣に関する事業、奨学援護

金の支給、就労保育援護金の支給、傷病特別支給金の支給、障害特別支給金の支給、遺族特別

支給金の支給、障害特別援護金の支給、遺族特別援護金の支給、傷病特別給付金の支給、障害

特別給付金の支給、遺族特別給付金の支給、障害差額特別給付金の支給、長期家族介護者援護

金の支給

（３）公務災害防止事業 １６８百万円

公務上の災害を未然に防止するため、次の公務災害防止事業を行う。

① 公務上の災害の防止に関する活動を行う団体に対する援助に関する事業

「重大公務災害防止対策セミナー」の開催

「メンタルヘルスマネジメント実践研修会」の開催

その他

② 公務上の災害を防止する対策の調査研究に関する事業

公務災害の発生状況等の調査に関する報告書作成事業

公務災害防止対策調査

③ 公務上の災害を防止する対策の普及及び推進に関する事業

メンタルヘルス対策サポート推進事業

公務災害防止啓発映像教材制作事業

④ 支部実施分

支部における公務災害防止事業推進事業
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３ 補償費及び福祉事業費の実績額及び見込額

区 分 平成２８年度実績額 平成２９年度実績見込額 平成３０年度見込額

補 償 費 ２０，５７１ 百万円 ２１，１４２ 百万円 ２０，６６８ 百万円

療 養 補 償 費 ７，６３９ ８，１３８ ７，６７６

休 業 補 償 費 ４３ ２８ ４３

傷 病 補 償 年 金 費 １２１ １０７ １３３

障 害 補 償 費 ３，９０７ ４，０５４ ４，０２８

介 護 補 償 費 ８１ ７１ ７８

遺 族 補 償 費 ８，７３４ ８，６８７ ８，６６６

葬 祭 補 償 費 ４７ ５８ ４５

福 祉 事 業 費 ４，８８８ ５，１５６ ５，０５７

福 祉 事 業 給 付 費 ４，７２０ ４，９９９ ４，８８９

公務災害防止事業費 １６８ １５７ １６８

合 計 ２５，４６０ 百万円 ２６，２９９ 百万円 ２５，７２６ 百万円

（注） 単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。

４ 負担金、利息及び配当金の実績額及び見込額

区 分 平成２８年度実績額 平成２９年度実績見込額 平成３０年度見込額

負 担 金 ２６，６７１ 百万円 ２７，３８３百万円 ２７，３８６ 百万円

負 担 金 ２６，６７１ ２７，３８３ ２７，３８６

利 息 及 び 配 当 金 ７０２ ５５２ ４５４

預 貯 金 利 息 (0.5) １ (0.3)

有 価 証 券 利 息 ７０１ ５５１ ４５４

合 計 ２７，３７３ 百万円 ２７，９３６ 百万円 ２７，８４０ 百万円

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。
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５ 資金計画

区 分 金 額

資金支出合計 ２７，８５８ 百万円

補 償 費 ２０，６６８

福 祉 事 業 費 ５，０５７

人 件 費 ５０１

事 業 運 営 費 １，４１７

開 発 費 ２１５

資金収入合計 ３２，６７０ 百万円

負 担 金 ２７，３８６

一 部 負 担 金 ０

利息及び配当金 ４５４

賠 償 金 ４６３

運用資産償還金 ４，２００

雑 収 入 １６６

資 金 収 支 差 額
４，８１２ 百万円

(資金収入－資金支出)

前 期 末 銀 行 預 金 ２０，９２２ 百万円

当 期 末 銀 行 預 金 ２５，７３４ 百万円

（注） 単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。
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６ 資産の現況

金 額
大 分 類 小 分 類

平成２９年度末見込 平成３０年度末見込

流 動 資 産 銀 行 預 金 ２０，９２１，８６２ 千円 ２５，７３３，８４７ 千円

普 通 預 金 ２０，９２１，８６２ ２５，７３３，８４７

有 価 証 券 ４，１９８，２８０ ９，０９７，９８０

地 方 債 ３，０９８，８４０ ６，６９８，０３０

その他の有価証券 １，０９９，４４０ ２，３９９，９５０

計 ２５，１２０，１４２ ３４，８３１，８２７

固 定 資 産 投 資 有 価 証 券 ４１，１９３，３２０ 千円 ３２，０９５，３４０ 千円

地 方 債 ２４，５９３，３７０ １７，８９５，３４０

その他の有価証券 １６，５９９，９５０ １４，２００，０００

有 形 固 定 資 産 １６，４５１ １５，５２３

器 具 及 び 備 品 １５，５９７ １５，５２３

一 括 償 却 資 産 ８５４ －

無 形 固 定 資 産 １１９，２２３ １２２，７８０

電 話 加 入 権 ４９１ ４９１

保 証 金 １１８，７３２ １２２，２８９

計 ４１，３２８，９９４ ３２，２３３，６４３

繰 延 勘 定 開 発 費 ６８３，９０６ 千円 ６２０，３８２ 千円

合 計 ６７，１３３，０４２ 千円 ６７，６８５，８５２ 千円

（注） 単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。
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予 算

平成３０年度の予算は、次のとおりである。

予 算 総 則

１ 人件費（役員給与、委員給与等及び職員給与）の最高限度額は、５０１，２１８千円とする。

２ 事務費（事業運営費）の最高限度額は、１，４１７，４５８千円とする。

３ 翌事業年度以降にわたる債務の負担の最高限度額は、４，１００，０００千円とする。

４ 余裕資金の運用として保有する有価証券の帳簿価額の最高限度額は、８６，０００，０００千円とす

る。
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(平成30年４月１日～平成31年３月31日)

千円 千円

公務災害防止事業費 167,744

合　　　　　　計 34,519,799 合　　　　　　計

役 員 給 与 48,508

14,047

委 員 手 当 12,299

雑 入

諸 手 当 210,268

旅 費 12,169

需 用 費 343,143

事 業 運 営 費 1,417,458

交 際 費

34,519,799

1,173,758

5,424,056新規裁定年金分繰入

剰 余 金 1,173,758

剰 余 金 1,173,758
剰 余 金

928

開 発 費 償 却 278,118

928

平成30年度

予 定 損 益 計 算 書

損　　　　　　　　　　　　　失 利　　　　　　　　　　　　　益

科　　　　　　目 金　　　　　　額 科　　　　　　目 金　　　　　　額

経 常 費 用 33,346,041 経 常 収 益

一 部 負 担 金

葬 祭 補 償 費 44,553

32,569,799

補 償 費

一 部 負 担 金 25

傷 病 関 係 給 付 費 35,916

福 祉 事 業 給 付 費 4,888,955

20,667,564 負 担 金 27,385,950

25

療 養 補 償 費 7,675,670 負 担 金 27,385,950

公務災害防止事業費 167,744

雑 収 入 166,272

諸 手 当

預 貯 金 利 息 340

介 護 補 償 費 77,870

遺 族 補 償 費 8,666,308

利 息 及 び 配 当 金

賠 償 金 463,000

有 価 証 券 利 息 454,010福 祉 事 業 費 5,056,699

454,350

1,720

賠 償 金 463,000

委 員 給 与 等 44,922

1,443

休 業 援 護 金 14,693

4,098,482支 払 備 金 戻 入

そ の 他 270,926

4,098,482

有 価 証 券 益 1,720

障 害 関 係 給 付 費 1,697,875
遺 族 関 係 給 付 費 2,869,545

有 価 証 券 益

管 理 費 分 担 金 164,829

支 払 備 金 戻 入

諸 手 当

1,950,000支 払 備 金 戻 入

普 通 補 償 経 理

支 部 経 費 1,060,946

開 発 費 償 却 278,118

減 価 償 却 費

18,576

障 害 補 償 費 4,027,539

休 業 補 償 費 43,001

傷 病 補 償 年 金 費 132,623

報 酬

基 本 給 197,520

職 員 給 与 407,788

19,971

報 酬 28,537

支 払 備 金 特 例 戻 入 1,950,000

支 払 備 金 戻 入

支 払 備 金 経 常 戻 入 4,098,482

5,424,056支 払 備 金 繰 入

5,424,056支 払 備 金 繰 入

200

予 備 費 1,000

減 価 償 却 費

1,950,000
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(平成31年３月31日)

千円 千円

その他の有価証券

投 資 有 価 証 券

△ 1,147,070

△ 1,147,070

△ 1,147,070

引 当 金

地 方 債

その他の有価証券 2,399,950

支 払 備 金

32,095,340

17,895,340

不 足 金

地 方 債

15,523

9,097,980

620,382

14,200,000

不 足 金

資 本

491

122,780

122,289

15,523

38,175

38,175

平成30年度

予 定 貸 借 対 照 表

34,831,827

資 産

科 目 金 額

流 動 資 産

普 通 補 償 経 理

負　　債　　及　　び　　資　　本

科 目 金 額

68,832,922固 定 負 債

有 形 固 定 資 産

器 具 及 び 備 品

電 話 加 入 権

繰 延 勘 定

無 形 固 定 資 産

保 証 金

合 計 67,685,852 合 計 67,685,852

開 発 費 620,382

銀 行 預 金

25,733,847

25,733,847

32,233,643

退 職 給 与 引 当 金

68,794,747

有 価 証 券

固 定 資 産

6,698,030

普 通 預 金
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